


























 教授 河上正二 教授 小粥 太郎
 論文内容の要旨
 本論文は、 主と して製品取引をめぐる提携契約を念頭において、 企業間における契約交
 渉と契約の実態を分析 し、 そこでの合意の構造を明 らかにしょうとするものであり、 全 5
 章から構成されている。 とりわけ、 企業の従業員などから構成される交渉チームによる組
 織体と しての意思表示と 「契約書」 策定の関係に焦点をあてて、 伝統的な契約法の理論に
 一石を投じようとする野心的な試みで、 長年、 企業法務に携わってきた著者ならではのユ
 ニークな研究成果となっている。
 第1章 「はじめに」 における問題提起を受けて、 第2章 「わが国における方式の自由及
 び方式」 では、 わが国において、 契約の方式自由の具体的意味や意義が十分に説明されて
 いるとは言い難いこと、 他方で、 企業間の契約で書面が多用される実態から、 そのことが
 方式の自由の原則と どのような関係に立つのかが検討される。 とりわけ、 契約に関する 「方
 式主義」 を比較法の観点から検討したフォン・メーレン (von Mehren) の研究を手がかり
 に、 「方式」 には、 ①証拠機能、 ②当事者への注意喚起機能、 ③契約成立などに関する標
 識の共通認識化 (目印機能) があり、 中でも、 契約交渉と契約の成立の間に境界線を引く
 という、 成立に関する指標の認識共通化としての 「チャネリング機能」 が、 複雑な条件か
 ら構成され契約交渉の過程を経て成立する企業間契約にとって特に大きな意義を持つこ
 とを指摘する。
 転じて第3章 「企業間の合意」 では、 実務の実態に即 して、 各企業の契約交渉チームに
 よる組織としての対内的・対外的合意形成過程と、 企業代表者が合意内容に拘束力を与え
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 交渉の完結を示す記名 ・捺印という二段階の作業が存在すること、 この作業の遂行には、
 方式と しての書面性要件の問題というより、 端的に 「書面上の文字」 というツールの必要
 性があるとい う。 実際上、 ワープロや電子メ ールの発展は、 この間に ドラフ ト・ コメ ント・
 内諾、 さらには反駁・撤回・修正な どのコミュニケーショ ンを経て、 契約交渉過程では膨
 大な書面が生み出され、 かかる書面の山の中から最終合意書面を 「特定」 する目印と して、
 代表者 (締約権限者) の署名・捺印が機能 しているという現実が描き出される。 このとき、
 契約交渉中に交わされる 「約束」 には、 私的モメントも交換的モメントも含まれない。 契
 約が成立すれ ば個々 の約束にも私的モメ ン トが生 じると して も、 ひとつひとつの約束があ
 たかも売買における 「売る約束」 と 「買 う約束」 のように常に交換的モメ ントを含むとは
 限らず、 個々の約束への交換的モメ ントは、 契約 「成立」 を条件と して、 総合的に与えら
 れることになる。
 第4章では、 以上のような合意モデル (「二段階合意モデル」) が、 はたして民法におけ
 る契約法が用意する枠組みに整合的であるかを検証される。 著者は、 事実としての 「小さ
 な約束」 が有機的に積み重ねられていく交渉の段階と、 これに対 して法人と しての企業が
 法的拘束力を与える段階との2っに分ける発想が、 既にプーフェン ドルフの契約理論や、
 をその思考様式に着目 し再構成・整理を試みる筏津安恕の 「同意理論」 も見られると して、
 伝統的契約法の枠内においても、 合意事項の確定と契約の成否を峻別することの理論的可
 能性を示唆する。 その結果、 このモデルでは、 意思表示の担い手 (主体) が、 交渉チーム
 と記名 捺印者に二分され、 契約の効力や解釈が争われたときは交渉チームの理解や態度が
 事実認定の基礎となり、 契約の成否が争われるときは記名 捺印者の権原と理解が基礎とな
 るとする。
 第5章 「企業間合意と方式」 では、 以上の分析をふまえて、 企業問契約における書面と
 署名・捺印といった方式について、 従来の伝統的な意味での方式とは異なる形で再評価さ
 れるべき構造理解が可能ではないかとい う。 そ して、 「方式」 の三大機能から、 契約成立
 などに関する標識の共通認識化、 チャネリング機能として、 多く の紙媒体情報から最終合
 意を選別する目印と しての署名 ・捺印に積極的な方式と しての意義が見いだされる。 無論、
 論文では、 交渉チームでの合意をふまえて、 その内容に沿った業務の履行が始まった場合
 は、 その限りにおいて契約成立を認めたり、 一方当事者が資産特殊性の高い投資を開始し
 ているのに他方がそれを黙認 していた ような場合に契約締結上の過失理論 による救済を
 認めるなど、 中間的解決への配慮もなされている。
 論文審査結果の要旨
 本論文は、 交渉実務の現実を端的に契約理論に反映させるべく、 合意成立の過程が合意
 の内容確定と合意の発効の二つの局面に分けて考えるべきことを指向 し、 法律上の代理権
 一114一
 は持たないが契約の内容確定に関与した交渉チームの認識と、 必ず しも契約の内容のすべ
 てを把握 してはいないが意思表示の一部をなすことで契約に効力を与える契約権限者の
 記名 捺印との合作を、 企業の意思表示と構成する。 その上で、 合意内容の書面化や署名 捺
 印の法的意義を、 方式要件の中に適切に位置づけんとする興味深い試みである。 著者の注
 目する方式の 「チャネリング機能」 は、 既にアメリカ契約法リステイ トメ ントにも盛り込
 まれているほか、 von Mehren によってもとりあげられ、 日本にも度々紹介されてはいる。
 しかし、 その意義が十分に吟味されたことは少ない。 また、 著者の指摘するように、 業務
 提携のための企業問契約、 とりわけ資産特殊性の高い契約に向けて行われる交渉は短期間
 で決着 のつく ことがまれであり、 そのプロセス の解明 は契約法学にとっても重要な課題 で
 あって、 本論文が豊富な実務経験に裏打ちされた形で、 この問題に取り組んだことは高く
 評価されるべきである。 また、. 本論文は、 いわゆる組織型契約のうちで共同事業型の契約
 を専ら念頭に置いているが、 そこでの議論の射程は、 企業間契約の多くに妥当するもので
 あろ う。
 確かに、 著者の提唱する 「二段階合意モデル」 が、 現実に従来の契約理論と整合的であ
 るかには疑問がないではない。 代理権も交渉権もないスタッフによる 「事実 レベルで将来
 の契約内容となるべきテンプ レー トが形成される」 とする著者の主張には、 実務慣行とし
 てもやや無理があるように思われる。 しか しながら、 契約一般理論における合意形成のプ
 ロセスにおいてもかかる側面があることは否定でき ず、 そこにいかなる法的評価が加えら
 れるべきか問題となるに過ぎず、 著者は、 この点についても一定の配慮を行っており、 論
 文の致命的欠陥とまでは言えない。 むしろ、 論文の随所で検討された契約交渉実務の意義
 や、 対内的・対外的交渉過程のダイ ナミズム、 そ して捺印その他の方式が有する歴史的・
 機能的意義の分析などは、 今後の契約法学を考える上で、 貴重な素材を提供するものと思
 われる。 また、 実務の視点を充分に取り込んで、 あらたな合意の構造論を提示 したことこ
 そ、 高く評価すべきであり、 今後、 わが国の契約法学に大きな寄与となることは疑いのな
 いところである。
 以上により、 本論文を博士 (法学) の学位を授与するに値するものと認める。
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